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１．外来医療の現状等について

２．かかりつけ医機能に係る評価について

３．医療機関間の連携に係る評価について

４．生活習慣病に係る評価について

５．耳鼻咽喉科診療の評価について

６．論点
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かかりつけ医について
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外来機能の明確化・連携、かかりつけ医機能の強化等に関する報告書
（令和２年12月11日医療計画の見直し等に関する検討会）

Ⅲ ．かかりつけ医機能の強化、外来医療における多職種の役割、外来医療のかかり方に関する国民
の理解の推進
１．現状及び課題
○ 高齢化の進展により、複数の慢性疾患を抱える高齢者が増加する中で、かかりつけ医機能を担う
医療機関において、予防や生活全般に対する視点も含め、継続的・診療科横断的に患者を診るとと
もに、必要に応じて適切に他の医療機関に紹介するなど、かかりつけ医機能を強化していくことが
課題となっている。新型コロナウイルス感染ナウイルス感染症への対応でも、高齢者や基礎疾患を
有する者は重症化するリスクが高いと報告されており、生活習慣病等に継続的･総合的に対応す
る、かかりつけ医機能の重要性は高い｡

２．具体的方策・取組
(1)かかりつけ医機能の強化
○ 高齢化の進展により、複数の慢性疾患を有する高齢者が増加する中、 かかりつけ医機能の強化
が求められている。 また、外来機能の明確化 ･ 連携を進めていくに当たっては 、紹介患者への
外来を基本とする医療機関の明確化とともに、かかりつけ医機能を強化することで、患者の流れを
より円滑にしていく必要があり、かかりつけ医機能の質 ･ 量の向上を図っていくため、以下の方
策 に取り組んでいく 。



「かかりつけ医」と「かかりつけ医機能」

「かかりつけ医」とは（定義）

なんでも相談できる上、最新の医療情報を熟知して、必要なときには専門医、専門医療機
関を紹介でき、身近で頼りになる地域医療、保健、福祉を担う総合的な能力を有する医師。

「かかりつけ医機能」

 かかりつけ医は、日常行う診療においては、患者の生活背景を把握し、適切な診療及
び保健指導を行い、自己の専門性を超えて診療や指導を行えない場合には、地域の医
師、医療機関等と協力して解決策を提供する。

 かかりつけ医は、自己の診療時間外も患者にとって最善の医療が継続されるよう、地
域の医師、医療機関等と必要な情報を共有し、お互いに協力して休日や夜間も患者に
対応できる体制を構築する。

 かかりつけ医は、日常行う診療のほかに、地域住民との信頼関係を構築し、健康相
談、健診・がん検診、母子保健、学校保健、産業保健、地域保健等の地域における医療
を取り巻く社会的活動、行政活動に積極的に参加するとともに保健・介護・福祉関係者と
の連携を行う。また、地域の高齢者が少しでも長く地域で生活できるよう在宅医療を推進
する。

 患者や家族に対して、医療に関する適切かつわかりやすい情報の提供を行う。
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日本医師会・四病院団体協議会合同提言（平成25年8月8日）より抜粋
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日医かかりつけ医機能研修制度

【目的】
今後のさらなる少子高齢社会を見据え、地域住民から信頼さ

れる「かかりつけ医機能」のあるべき姿を評価し、その能力を維
持・向上するための研修を実施する。

【実施主体】
本研修制度の実施を希望する都道府県医師会

【かかりつけ医機能】
１．患者中心の医療の実践
２．継続性を重視した医療の実践
３．チーム医療、多職種連携の実践
４．社会的な保健・医療・介護・福祉活動の実践
５．地域の特性に応じた医療の実践
６．在宅医療の実践

平成28年4月1日より実施
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【研修内容】

基本研修

・日医生涯教育認定証
の取得。

応用研修

・日医が行う中央研
修、関連する他の研
修会、および一定の
要件を満たした都道
府県医師会並びに郡
市区医師会が主催す
る研修等の受講。

規定の座学研修を１０
単位以上取得

実地研修

・社会的な保健・医
療・介護・福祉活動、
在宅医療、地域連携
活動等の実践。

規定の活動を２つ以
上実施（10単位以上
取得）

３年間で上記要件を満たした場合、都道府県医師会より
修了証書または認定証の発行（有効期間3年）。

日医かかりつけ医機能研修制度

6※日本医師会資料
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出典：患者調査を基に医療課で作成

（千人）

※ 脂質異常症は平成26年と平成23年は調査対象となっていない
※ 平成23年は、宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県を除いた数値である。

主な傷病の総患者数

○ 主な傷病の総患者数を比較すると、疾患を有する傾向に大きな変化はないものの、経年的に患者数
は増加傾向であった。
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地域包括診療料
等の対象疾患
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日本内科学会雑誌
109：186～190, 2020より

日本における正確なデータはないが，心不全患者数は，2005 年において約100 万人であり，2020 年に
は120 万人に達すると推計されている。

我が国における年齢別の心不全有病率に関する疫学データはないが，慢性心不全の大規模観察研究
であるCHART-2（Chronic Heart Failure Analysis and Registry in the Tohoku District ）研究における65 歳以
上の高齢者の割合は68％，75 歳以上の後期高齢者の割合は34％を占める）．また，我が国を代表する
急性心不全観察研究であるATTEND（Acute Decompensated Heart Failure Syndromes）研究では，入院を
要する非代償性心不全患者のうち，75歳以上が半数以上，85歳以上が約20％を占めている）

心不全について

○ 心不全の患者数は今後増加していくことが推計されている。



健康の増進に関する基本的な方向

健康日本２１（第二次）の概要

①健康寿命の延伸と健康格差の縮小

②生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（NCD（非感染性疾患）の予防）

③社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上

④健康を支え、守るための社会環境の整備

⑤栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙、歯・口腔の健康に関する
生活習慣の改善及び社会環境の改善

厚生労働大臣は、国民の健康の増進の総合的な推進を
図るための基本的な方針を定めるものとする。

健康増進法 第７条

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針

健康日本２１＜第二次＞ 厚生労働省告示第４３０号
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◇ Ｂ類疾病

◇ Ａ類疾病

Ａ類疾病とＢ類疾病

①人から人に伝染することによるその発生及びまん延を
予防するため

○ 集団予防目的に比重を置いて、直接的な集団予防（流行
阻止）を図る
ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎、麻しん、風しん、結核、痘そう、
Ｈｉｂ感染症、肺炎球菌感染症（小児）、水痘

○ 個人予防目的に比重を置いて、個人の発病・重症化防止及
びその積み重ねとしての間接的な集団予防を図る
インフルエンザ、肺炎球菌感染症（高齢者）

 予防接種法においては、感染力や重篤性の大きいことからまん延予防に比重を置いたＡ類疾病と、個人の発病や重症化予防に比重を置いた
Ｂ類疾病に疾病を分類している。

 疾病区分の趣旨・目的により、接種の努力義務、勧奨の有無、被害救済の水準など公的関与の度合いが異なる。

 定期接種においては、Ａ類疾病は小児期に接種が行われることが多く、Ｂ類疾病は高齢期に接種が行われている。

②かかった場合の病状の程度が重篤になり、若しくは重
篤になるおそれがあることからその発生及びまん延を
予防するため

○ 致命率が高いことによる重大な社会的損失の防止を図る
日本脳炎、破傷風

○ 感染し長期間経過後に、死に至る可能性の高い疾病とな
ることがあり、重大な社会的損失を生じさせる
ヒトパピローマウイルス感染症、Ｂ型肝炎

③個人の発病又はその重症化を防止し、併せて
これによりそのまん延の予防に資するため

○接種の努力義務：あり

○市町村長による勧奨：あり

○接種費用の負担
：市町村（９割程度を地方交付税措置）
低所得者以外から実費徴収可能

○健康被害救済の水準：高額
例：障害年金１級（503万円／年）、
死亡一時金（4,400万円）

○接種の努力義務：なし

○市町村長による勧奨：なし

○接種費用の負担
：市町村（３割程度を地方交付税措置）
低所得者以外から実費徴収可能

○健康被害救済の水準：高額
例：障害年金１級（280万円／年）、
遺族一時金（733万円）

＜定期接種における公的関与、費用負担等＞
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対象疾病 対象者（接種時期）※1 標準的接種期間※2

Ｈｉｂ感染症 生後２月から生後60月に至るまで 初回接種：生後２月から生後７月に至るまでに開始（３回）
追加接種：初回接種終了後７月から13月までの間隔をおく（１回）

小児の肺炎球菌
感染症

生後２月から生後60月に至るまで 初回接種：生後２月から７月に至るまでに開始（３回）
追加接種：初回接種終了後60日以上の間隔をおいて生後12月から生後

15月に至るまで（１回）

Ｂ型肝炎＜政令＞ １歳に至るまで 生後２月に至った時から生後９月に至るまでの期間（３回）

ジフテリア・百日せ
き・急性灰白髄炎
（ポリオ）・破傷風

第１期：生後３月から生後90月に至るまで
第２期：11歳以上13歳未満（第2期はジフ

テリア・破傷風のみ）

第１期初回：生後３月に達した時から生後12月に達するまでの期間
（３回）

第１期追加：第１期初回接種終了後12月から18月までの間隔をおく
（１回）

第２期：11歳に達した時から12歳に達するまでの期間（１回）

結核（ＢＣＧ） １歳に至るまで 生後５月に達した時から生後８月に達するまでの期間（１回）

麻しん・風しん※3 第１期：生後12月から生後24月に至るまで
第２期：５歳以上７歳未満のうち、就学前1年

第１期：生後12月から生後24月に至るまで（１回）
第２期：５歳以上７歳未満のうち、就学前1年（１回）

水 痘＜政令＞ 生後12月から生後36月に至るまで １回目：生後12月から生後15月に達するまで
２回目：１回目の注射終了後６月から12月の間隔をおく

日本脳炎※4 第１期：生後６月から生後90月に至るまで
第２期：９歳以上13歳未満

第１期初回：３歳に達した時から４歳に達するまでの期間（２回）
第１期追加：４歳に達した時から５歳に達するまでの期間（１回）
第２期：９歳に達した時から10歳に達するまでの期間（１回）

ヒトパピローマ
ウイルス感染症

12歳となる日の属する年度の初日から16歳と
なる日の属する年度の末日まで

13歳となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間（３回）

ロタウイルス感染症
＜政令＞

１価：生後６週から生後24週に至るまで
５価：生後６週から生後32週に至るまで

１価：２回（初回接種は生後２月から生後14週６日まで）
５価：３回（初回接種は生後２月から生後14週６日まで）

インフルエンザ
※毎年度１回

①65歳以上の者
②60歳から65歳未満の慢性高度心・腎・呼吸
器機能不全者等

高齢者の肺炎球菌
感染症＜政令＞※3

①65歳の者
②60歳から65歳未満の慢性高度心・腎・呼吸
器機能不全者等

Ａ

類

疾

病

Ｂ
類
疾
病

現在の定期接種対象ワクチンについて

※１ 長期にわたり療養を必要とする疾病にかかったこと等によりやむを得ず接種機会を逃した者

は、快復時から２年間（高齢者の肺炎球菌感染症のみ１年間。一部上限年齢あり）は定期接種の

対象。

※２ 接種回数は、標準的接種期間に接種を行った場合のもの。

※３ 風しんは令和３年度までの間、高齢者の肺炎球菌感染症は令和５年度までの間、対象者を拡大

する経過措置を設けている。

※４ 日本脳炎について、平成７年度～平成18年度生まれの者（積極的勧奨の差し控えにより接種機

会を逃した者）は、20歳になるまで定期接種の対象。
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高齢者に対する予防接種

○ 高齢者については、インフルエンザ及び肺炎球菌感染症が、Ｂ類疾病に位置づけられており、定期接
種の対象となっている。

12

定期の予防接種の実施者数（インフルエンザ）

対象人口（人） 実施人員（人） 実施率（％）

平成29年度 35,204,200 16,978,015 48.2%

平成30年度 35,694,300 17,087,513 47.9%

令和元年度 35,940,300 18,122,888 50.4%

定期の予防接種の実施者数（高齢者用肺炎球菌）

対象人口（人） 実施人員（人） 実施率（％）

平成29年度 8,079,800 2,827,741 35.0%

平成30年度 8,106,100 2,629,122 32.4%

令和元年度 7,949,600 1,090,503 13.7%

出典：厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/topics/bcg/other/5.html）

https://www.mhlw.go.jp/topics/bcg/other/5.html


ワクチンの接種実績

■これまでのワクチン総接種回数（令和３年９月21日公表）

全体 ：計153,118,707回（１回以上接種者84,263,962回（66.5%）、２回接種完了者68,854,745回（54.4%））

うち高齢者：計 63,908,438回（１回以上接種者32,223,703回（90.1%）、２回接種完了者31,684,735回（88.6%））

※総接種回数は、一般接種（高齢者含む）と医療従事者等の接種回数の合計

※画像はデジタル庁 新型ワクチン接種状況ダッシュボードより抜粋

新型コロナワクチンの接種状況（一般接種（高齢者含む）のみ、9/20時点）
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新型コロナワクチン接種体制確保事業に関する
第 ８ 回 自 治 体 向 け 説 明 会 資 料 １



新型コロナワクチン接種におけるかかりつけ医の役割

○ 新型コロナワクチンの接種についても、診療所等において、個別接種が実施されている。

○ また、基礎疾患を有する者への接種やワクチン接種後の体調不良等への対応を担っている医療機関
もある。
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【ファイザー社・武田／モデルナ社】新型コロナワクチン接種のお知らせ（2021年９月14日版）



外来医療に係る主な指摘事項①
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（ ７月７日 中央社会保険医療協議会 総会）

【かかりつけ医機能について】

○ かかりつけ医は、予防や健康づくり、治療、専門医療機関への紹介、終末期医療への対応も含め、地
域の医療・保健福祉の中心となっていく必要がある。

○ かかりつけ医にまずは何でも相談できることが重要であり、希望する患者すべてがかかりつけ医を持
てるようにすべき。一般医療はまずはかかりつけ医にかかるという認識を普及させていくべき。

○ かかりつけ医のあり方を今一度整理するとともに、患者に対するメリットを明確化した上で、それに見
合った評価をするべき。

○ 「かかりつけ医」と「かかりつけ医機能」は分けて整理するべきではないか。なお、フリーアクセスを維
持することが前提。

○ かかりつけ医については、例えば一定の研修を受けていること等の条件を明確にすると、さらなる医
療の質の向上につなげることができるのではないか。これにより患者にとってもわかりやすくなるのでは
ないか。



外来医療に係る主な指摘事項②
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【医療機関間の連携について】

○ 診療情報提供料（Ⅲ）については、かかりつけ医との連携を評価する観点から、前回改定において新
設されたが、算定可能な医療機関が限定されていること、回数が３月に１回とされていることなどが普
及を妨げている可能性がある。

○ 看護情報提供書が転院先や訪問看護ステーション、ケアマネジャーや行政機関等で活用されている
実態を踏まえ、継続支援、患者や家族の安心感や業務効率化にも繋げられる観点から、看護情報提
供書の重要性について検討してはどうか。

○ 医療資源重点活用外来との連携についても診療情報提供料Ⅲで評価してはどうか。

【生活習慣病管理について】

○ 生活習慣病に係る評価については、算定回数が減少傾向であるが、調査結果からは、点数設定とカ
ルテや療養計画書の記載がネックとなっていると考えられるので、使い勝手のよい評価に設計すること
も検討すべき。

○ 慢性疾患患者、特に心不全の患者に対しては、予防から治療、再発や重症化予防まで切れ目のない
療養指導が求められ、特に、専門性の高い看護師によって再入院率の低下や緩和ケアの推進などに
貢献しているため、実態を含め検討してはどうか。



１．外来医療の現状等について

２．かかりつけ医機能に係る評価について

３．医療機関間の連携に係る評価について

４．生活習慣病に係る評価について

５．耳鼻咽喉科診療の評価について

６．論点
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地域包括診療料１ 1,660点
地域包括診療料２ 1,600点

（月１回）

地域包括診療加算１ 25点
地域包括診療加算２ 18点

（１回につき）

病院 診療所 診療所

包括範囲 下記以外は包括とする。なお、当該点数の算定は患者の状態に応じて月ごとに決
定することとし、算定しなかった月については包括されない。

・（再診料の）時間外加算、休日加算、深夜加算及び小児科特例加算
・地域連携小児夜間・休日診療料 ・診療情報提供料（Ⅱ） （Ⅲ）
・在宅医療に係る点数（訪問診療料、在宅時医学総合管理料 、特定施設入居
時等医学総合管理料を除く。）
・薬剤料（処方料、処方せん料を除く。）
・患者の病状の急性増悪時に実施した検査、画像診断及び処置に係る費用のう
ち、所定点数が550点以上のもの

出来高

対象疾患 高血圧症、糖尿病、脂質異常症、認知症の４疾病のうち２つ以上（疑いは除く。）

対象医療機関 診療所又は許可病床が２００床未満の病院 診療所

研修要件 担当医を決めること。関係団体主催の研修を修了していること。

患
者
に
対
し
指
導
・
服
薬
管
理
等
を
行
う

指導 ・患者の同意を得て、計画的な医学管理の下に療養上必要な指導及び診療を行う。

服薬管理 ・当該患者に院外処方を行う場合は
２４時間開局薬局であること 等

・当該患者に院外処方を行う場合は２４時間対応薬局等を原則とする 等

・他の医療機関と連携の上、通院医療機関や処方薬をすべて管理し、カルテに記載する ・原則として院内処方を行う
・院外処方を行う場合は当該薬局に通院医療機関リストを渡し、患者が受診時に持参するお薬手帳のコピーをカルテに貼付
する

・当該点数を算定している場合は、７剤投与の減算規定の対象外とする

健康管理 ・健診の受診勧奨、健康相談を行う旨の院内掲示、敷地内禁煙 等

介護保険制度 ・介護保険に係る相談を受ける旨を院内掲示し、主治医意見書の作成を行っていること等。

在宅医療の提供
および２４時間
の対応

・在宅医療の提供及び当該患者に対し ２４時間の往診等の体制を確保していること。（在宅療養支援診療所以外の診療所に
ついては連携医療機関の協力を得て行うものを含む。）連絡を受けた場合は受診の指示等、速やかに必要な対応を行う。

・下記のすべてを満たす
①地域包括ケア病棟入院料等の届出
②在宅療養支援病院

・下記のすべてを満たす
①時間外対応加算１の届出
②常勤換算２人以上の医師が配置され、

うち１人以上は常勤
③在宅療養支援診療所

・下記のうちいずれか１つを満たす
①時間外対応加算１、２又は３の届出
②常勤換算２人以上の医師が配置され、

うち１人以上は常勤
③在宅療養支援診療所 18

中医協 総－３
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Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２

地域包括診療料

届出医療機関数・算定回数

地域包括診療料２ 地域包括診療料１

地域包括診療料 病院

診療所

地域包括診療料・加算の算定・届出状況

出典：
（届出医療機関数）各年７月１日時点の主な施設基準の届出状況
（算定回数）社会医療診療行為別統計

○ 地域包括診療料・加算の状況については、近年は届出医療機関数・算定回数ともに横ばい。
○ 地域包括診療加算の方が、届出医療機関数・算定回数ともに多かった。

（医療機関数） （医療機関数）（算定回数／月） （算定回数／月）
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地域包括診療料・加算を届け出ていない理由

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

施設基準の要件を満たすことが困難であるから

外来患者に算定対象となる患者がいないから・少ないから

他院への通院状況等、把握しなければならない項目が多く、

医師の負担が重いから

患者の自己負担額が重くなることはできるだけ避けたいから

患者に地域包括診療料・地域包括診療加算の意義を

理解してもらうことが困難だから

患者本人や家族から、地域包括診療料・地域包括診療料

算定の承諾が見込めないから

経営上のメリットが少ないから

他の医療機関の届出動向や運用状況などの情報収集を

行っている段階であるから

その他

地域包括診療料・加算を届け出ていない理由（n=473）

あてはまる理由全て 最大の理由

○ 地域包括診療料・加算を届け出ていない理由としては、「施設基準を満たすことが困難」との回答が最
も多かったが、「算定対象となる患者がいない・少ない」「医師の負担が重い」と回答している施設も一定程
度存在していた。

20
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厚生労働省 腎疾患対策検討会
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CKD（慢性腎臓病）について

○ CKDに対する治療においては、かかりつけ医と専門医療機関における連携が重要とされている。



出典：日本腎臓学会「生活習慣病からの新規透析導入患者の減少に向けた提言」

かかりつけ医におけるCKDの管理

地域包括診療料・
加算において評価
の対象とされてい
る診療に該当

かかりつけ医に
おける診療が求
められている

【かかりつけ医にお
ける管理】

CKD患者に対しては、
CKD悪化因子（糖尿
病、高血圧、脂質異
常症、肥満、喫煙、
貧血など）を把握
し、生活習慣の改善
や血圧・血糖・脂質
異常症の管理を行い
ながら、CKDのフォ
ローアップとして尿
検査・血液検査をス
テージG1～G2であれ
ば３～６ヶ月ごと、
ステージG3～G5であ
れば１～３ヶ月ごと
に実施する。

出典：日本腎臓学会
「CKD診療ガイド
2012」
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 循環器病は、急性期突然死の主な原因かつ介護が必要となる主な原因であり、急性期から維持期まで一貫した診療提供体制の構築が必要。
 診療提供体制の評価にあたっては、地域の評価指標に加えて、各医療施設に対する評価指標も必要。（具体的な指標については今後の検討が必要。）

（１）基本的な考え方
 再発予防･再入院予防の観点
 慢性心不全患者への対策
・増悪による再入院を繰りかえしやすく、今後患者数が増加

（２）再発予防･再入院予防に向けた考え方
 多職種チームによる多面的・包括的な疾病管理（※）
・患者教育、運動療法、冠危険因子の管理等
※学会は、「疾病管理プログラムとしての心血管疾患リハビリテーション」と提唱。

 地域の医療資源を効率的に用いて、多職種が連携できる体制

（３）慢性心不全対策の考え方
 地域全体で慢性心不全患者を管理
・かかりつけ医等と専門的医療を行う施設の連携

 幅広い心不全の概念の共有
・患者、家族、心血管疾患を専門としない医療従事者や行政等との共有

（１）基本的な考え方
 時間的制約の観点（早急に、適切な治療を開始する必要性）
 国民に対する教育･啓発（疾患の前兆、症状、発症時の対処法等）
 専門性を重視した救急搬送体制
（２）施設間ネットワーク構築および施設が担う医療機能に関する考え方
 地域の医療施設が連携し、24時間専門的な診療を提供できる体制
・平均的な救急搬送圏内での連携体制が基本
・地域や対応疾患によっては平均的な救急搬送圏外との連携体制
※遠隔画像診断等の診断の補助に基づくt-PA療法実施
※緊急の外科的治療が必要な急性大動脈解離への対応 等

 施設毎の医療機能を明確にした上での、効率的な連携体制
・施設毎の医療機能は、地域の状況等に応じて柔軟に設定

 提供する急性期医療について、安全性等の質の確保

平均的な救急搬送圏内での連携体制

診療情報の共有による相談・連携体制

t-PA
療法

ＰＣＩや
内科的治療

内科的
治療

t-PA療法に加えて、血管内治療
や外科的治療

（補助下での）
t-PA療法

ＰＣＩや内科的治療に加え
て、外科的治療等

患者の状態や、対応疾患に応じた円滑な連携

（補助下での）t-PA療法 ＰＣＩや内科的治療

遠隔診療を用いた診断の補助

平均的な救急搬送圏外との連携体制

脳卒中の医療機能

心血管疾患の医療機能

時間経過

身
体
機
能

心不全
リスク状態

症候性
心不全

心不全発症

難治化

（突然死）

増悪による入院治療

器質的心血管疾患（※）の発症・再発

～心血管疾患患者の臨床経過イメージ～

（※虚血性心疾患等）

～急性期診療提供のための施設間ネットワークのイメージ～

回
復
期
～
維
持
期

急
性
期

ＰＣＩ：経皮的冠動脈インターベンション

心不全について

出典：「脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る診療提供体制の在り方について（平成29年７月）」（脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る診療提供体制の在り方に関する検討会」報告書）

○ 循環器病の医療提供体制については、急性期～回復期・慢性期のネットワークが重要とされている。
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かかりつけ医における心不全の管理

出典：厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「地域のかかりつけ医と多職種のための心不全診療ガイドブック」 24

○ かかりつけ医には、心不全の発症予防や、発症後の専門医と連携した急性増悪への対応及び安定期
の心不全管理の実施が求められている。

ステージA～B：かかりつけ医が中心となって、生
活習慣病の管理等を通じた心不全
の発症予防を実施。

ステージC～D：かかりつけ医と専門医の連携によ
り急性増悪への対応及び安定期の
心不全管理を実施。

（「1-1-1 心不全の概念」より）

地域包括診療料・加算において評価の対象とされ
ている診療に該当



地域包括診療料・加算の施設基準において満たすことが困難な要件

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査

満たすことが困難な要件はない

慢性疾患の指導に係る適切な研修を修
了した医師を配置していること

健康相談を実施している旨を院内掲示
していること

対象患者に対し院外処方を行う場合は
24時間対応をしている薬局と連携してい
ること

敷地内が禁煙であること

介護保険制度の利用等に関する相談を
実施している旨を院内掲示していること

要介護認定に係る主治医意見書を作成
していること

介護保険関係の要件の1つを満たしてい
ること

在宅医療の提供及び対象患者に対し24
時間往診等が可能な体制の確保もしく
は24時間往診等の対応が可能な医療機
関との連携体制が確保できていること

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

あてはまる理由全て

最大の理由

【病院の場合】地域包括ケア病棟入院料の届
出を行っていること

【病院の場合】在宅療養支援病院の届出を
行っていること

【診療所の場合】時間外対応加算2の届出を
行っていること

【診療所の場合】時間外対応加算3の届出を
行っていること

【診療所の場合】常勤換算2名以上で医師が
配置され、うち1名以上が常勤であること

【診療所の場合】在宅療養支援診療所である
こと

【診療所の場合】①時間外対応加算1又は2
の届出、②常勤換算2名以上の医師の配置
（うち1名以上が常勤）、③在宅支援診療所、
のいずれか1つの要件を満たすこと

外来診療から訪問診療への移行実績が直近
１年間で10人以上（在宅療養支援診療所以
外の診療所は3人以上）いる

直近１か月に初診、再診、往診又は訪問診
療を実施した患者のうち、往診又は訪問診療
を実施した患者の割合が70%未満

その他

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

○ 満たすことが困難な要件については、研修を修了した医師の配置と院外処方における24時間対応可能な薬局との連携に加え、在宅医療に係
る取組を挙げた施設が多かった。

地域包括診療料・加算の施設基準のうち満たすことが困難な要件（いずれかを届け出ている医療機関（n=204）の回答）
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○ 薬剤師・薬局を取り巻く状況が変化する中、患者が自身に適した薬局を選択できるよう、以下の機能を有すると認められる薬局に
ついて、都道府県の認定により名称表示を可能とする。

・入退院時の医療機関等との情報連携や、在宅医療等に地域の薬局と

連携しながら一元的・継続的に対応できる薬局（地域連携薬局）

・がん等の専門的な薬学管理に関係機関と連携して

対応できる薬局（専門医療機関連携薬局）

地域連携薬局 専門医療機関連携薬局

診療所

介護施設

在宅訪問

医療機関

（入院施設）

他薬局

地域連携薬局

患者宅

他医療提供施設と
情報連携

入退院時における
患者の服薬状況等の

情報連携

特定の機能を有する薬局の認定（令和３年８月１日施行）

〔主な要件〕
・関係機関との情報共有（入院時の持参薬情報の医療機関への提供、退院時カ
ンファレンスへの参加等）
・夜間・休日の対応を含めた地域の調剤応需体制の構築・参画
・地域包括ケアに関する研修を受けた薬剤師の配置
・在宅医療への対応（麻薬調剤の対応等） 等

〔主な要件〕
・関係機関との情報共有（専門医療機関との治療方針等の共有、患者が利
用する地域連携薬局等との服薬情報の共有等）
・学会認定等の専門性が高い薬剤師の配置 等

＜専門性の認定を行う団体＞
●日本医療薬学会（地域薬学ケア専門薬剤師（がん））
●日本臨床腫瘍薬学会（外来がん治療専門薬剤師）

患者のための薬局ビジョンの
「かかりつけ薬剤師・薬局機能」に対応

患者のための薬局ビジョンの
「高度薬学管理機能」に対応

がん等の専門医療機関

専門医療機関
連携薬局

がん等の専門医療機関
と治療方針等の共有

診療所病院

情報連携

がん等の専門医療以外の医療の場

他薬局

※傷病の区分ごとに認定
（現在規定している区分は「がん」）
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法律 基準

１ 構造設備が、利用者の心身の状況に配慮する観
点から必要なものとして厚生労働省令で定める基
準に適合するものであること。

利用者のプライバシーに配慮した相談しやすい構造設備
○ 利用者が座って服薬指導等を受けることができる、間仕切り等で区切られた相談窓口等
及び相談の内容が漏えいしないよう配慮した設備の設置
○ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造

２ 利用者の薬剤及び医薬品の使用に関する情報を
他の医療提供施設と共有する体制が、厚生労働
省令で定める基準に適合するものであること。

地域の他の医療提供施設と情報を共有する体制
○ 地域包括ケアシステムの構築に資する会議への継続的な参加
○ 地域の医療機関に勤務する薬剤師その他の医療関係者に対し、利用者の薬剤等の使
用情報について随時報告・連絡できる体制の整備
○ 地域の医療機関に勤務する薬剤師その他の医療関係者に対し、利用者の薬剤等の使
用情報について報告・連絡を行った実績（月平均30回以上の報告・連絡の実績）
○ 地域の他の薬局に対し、利用者の薬剤等の使用情報について報告・連絡できる体制の
整備

３ 地域の患者に対し安定的に薬剤を供給するため
の調剤及び調剤された薬剤の販売又は授与の業
務を行う体制が、厚生労働省令で定める基準に
適合するものであること。

地域の他の医療提供施設と連携しつつ利用者に安定的に薬剤等を提供する体制
○ 開店時間外の相談応需体制の整備
○ 休日及び夜間の調剤応需体制の整備
○ 地域の他の薬局への医薬品提供体制の整備
○ 麻薬の調剤応需体制の整備
○ 無菌製剤処理を実施できる体制の整備（他の薬局の無菌調剤室を利用して無菌製剤
処理を実施する体制を含む。）
○ 医療安全対策の実施
○ 継続して１年以上勤務している常勤薬剤師の半数以上の配置
○ 地域包括ケアシステムに関する研修を修了した常勤薬剤師の半数以上の配置
○ 薬事に関する実務に従事する全ての薬剤師に対する、地域包括ケアシステムに関する研
修又はこれに準ずる研修の計画的な実施
○ 地域の他の医療提供施設に対する医薬品の適正使用に関する情報の提供実績

４ 居宅等における調剤並びに情報の提供及び薬学
的知見に基づく指導を行う体制が、厚生労働省
令で定める基準に適合するものであること。

在宅医療に必要な対応ができる体制
○ 在宅医療に関する取組の実績（月平均２回以上の実績）
○ 高度管理医療機器等の販売業の許可の取得並びに必要な医療機器及び衛生材料の
提供体制

地域連携薬局の基準

●地域連携薬局：入退院時の医療機関等との情報連携や、在宅医療等に地域の薬局と連携しながら一元的・継続的に対応できる薬局
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 小児科のかかりつけ医機能を推進する観点から、小児外来医療において、継続的に受診し、同意のある患
者について、適切な専門医療機関等と連携することにより、継続的かつ全人的な医療を行うことを評価する。

１ 処方せんを交付する場合
イ：初診時 ６３１点 ロ：再診時 ４３８点
２ 処方せんを交付しない場合
イ：初診時 ７４８点 ロ：再診時 ５５６点

・算定対象患者：３歳未満→６歳未満に拡大。
・施設基準に係る届出を求めることとする。

・小児抗菌薬適正使用支援加算：対象となる患者を３歳未満から６歳未満に拡大するとともに、月に１回に限り算定できることと
する。

小児かかりつけ診療料

28

・算定要件緩和：在宅当番医制等により、地域における夜間、休日の小児科外来診療に定期的に協力する常勤小児科医師が配
置された医療機関について、時間外の相談対応で地域の在宅当番医などを案内することでも良いこととする。
・小児抗菌薬適正使用支援加算（新設）：抗菌薬の適正使用に関する患者・家族の理解に資する診療を評価する加算を新設。

平成30年度診療報酬改定変更点

［主な算定要件］
① 当該保険医療機関を４回以上受診した未就学児（６歳以上の患者にあっては、６歳未
満から当該診療料を算定しているものに限る。）であって、当該保険医療機関の医師
をかかりつけ医とすることについて同意を得ている患者。

② 原則として１人の患者につき１か所の保険医療機関が算定することとし、他の保険医
療機関と連携の上、患者が受診している保険医療機関をすべて把握するとともに、必
要に応じて専門的な医療を要する際の紹介等を行う。

③ 当該診療料を算定する患者からの電話等による問い合わせに対して、原則として当
該保険医療機関において常時対応を行うこと。ただし、以下のいずれかの要件を満た
す常勤の小児科医が配置された医療機関においては、夜間（深夜を含む。）及び休日
の相談等について、当該保険医療機関での対応に代えて、地域において夜間・休日の
小児科外来診療を担当する医療機関又は都道府県等が設置する小児医療に関する
電話相談の窓口（#8000等）を案内することでも可能。
(イ)在宅当番医制等により地域における夜間・休日の小児科外来診療に月１回以上の
頻度で協力する常勤の小児科医である。
(ロ)直近１年間に、都道府県等が設置する小児医療に関する電話相談窓口（#8000等）
において、相談対応者として１回以上協力したことのある常勤の小児科医である。

④ 児の健診歴及び健診結果を把握するとともに、発達段階に応じた助言・指導を行い、
保護者からの健康相談に応じること。

⑤ 児の予防接種歴を把握するとともに、予防接種の有効性・安全性に関する指導やス
ケジュール管理等に関する助言等を行うこと。

［施設基準］
① 専ら小児科又は小児外科を担当する常勤の医師が１名以上配置され
ていること。
② 小児科外来診療料の届出を行っていること。
③ 時間外対応加算１又は２の届出を行っていること。
④ ①の医師が、以下の項目のうち３つ以上に該当すること。
ア. 在宅当番医制等により初期小児救急医療に参加し、休日又は夜間の
診療を月１回以上実施
イ. 市町村を実施主体とする乳幼児の健康診査を実施
ウ. 定期予防接種を実施
エ. 過去１年間に15歳未満の超重症児又は準超重症児に対して在宅医
療を提供
オ. 幼稚園の園医又は保育所の嘱託医に就任

令和２年度診療報酬改定変更点



小児科外来診療料 小児かかりつけ診療料

点数 （１日につき）
１．保険薬局において調剤を受けるために処方箋を交付する
場合 初診時：599点、再診時：406点
２．１．以外の場合 初診時：716点、再診時：524点

（１日につき）
１．処方箋を交付する場合 初診時：631点、再診時：438点

２．処方箋を交付しない場合 初診時：748点、再診時：556点

包括範囲 下記以外は包括とする。
・小児抗菌薬適正使用支援加算・機能強化加算
・初診料、再診料及び外来診療料の時間外加算、休日加算、
深夜加算及び小児科特例加算 ・地域連携小児夜間・休日診
療料 ・夜間休日救急搬送医学管理料・診療情報提供料
（Ⅱ） （Ⅲ）・院内トリアージ実施料・往診料
※ただし初診料の時間外加算、休日加算、深夜加算又は小児科特例加算を算定
する場合は、それぞれ85点、250点、580点又は230点を、再診料及び外来診療料
の時間外加算、休日加算、深夜加算又は小児科特例加算を算定する場合は、そ
れぞれ65点、190点、520点又は180点を算定する

下記以外は包括とする。
・小児抗菌薬適正使用支援加算・機能強化加算
・初診料、再診料及び外来診療料の時間外加算、休日加算、深夜加算及び
小児科特例加算 ・地域連携小児夜間・休日診療料 ・夜間休日救急搬送
医学管理料・診療情報提供料（Ⅰ）（Ⅱ） （Ⅲ）・電子的診療情報評価
料・院内トリアージ実施料・往診料

対象疾患 ・入院中の患者以外の患者（６歳未満の乳幼児に限る）。
・小児かかりつけ診療料を算定している患者、在宅療養指導
管理料を算定している患者及びパリビズマブを投与している
患者（投与当日に限る。）については、算定対象とならない。

・当該保険医療機関を４回以上受診した未就学児（６歳以上の患者にあっ
ては、６歳未満から小児かかりつけ診療料を算定しているものに限る）の
患者であって入院中の患者以外のもの。

算定要件 ・施設基準を満たす保険医療機関における入院中の患者以外
の患者であって、６歳未満の全てのものを対象とする。また、
対象患者に対する診療報酬の請求については、原則として小
児科外来診療料により行うものとする。 等

・原則として１人の患者につき１か所の保険医療機関が算定する。
・必要に応じた医療機関への紹介、乳幼児期に頻繁にみられる慢性疾患の
指導、保護者からの健康相談への対応、予防接種の管理・指導、電話によ
る緊急の相談等への対応等を行う。 等

施設基準 小児科外来診療料の施設基準に係る届出を行うこと。 ① 専ら小児科又は小児外科を担当する常勤の医師が１名以上配置されて
いること。

② 小児科外来診療料の届出を行っていること。
③ 時間外対応加算１又は２の届出を行っていること。
④ ①の医師が、以下の項目のうち３つ以上に該当すること。
ア. 在宅当番医制等により初期小児救急医療に参加し、休日又は夜間の

診療を月１回以上実施
イ. 市町村を実施主体とする乳幼児の健康診査を実施
ウ. 定期予防接種を実施
エ. 過去１年間に15歳未満の超重症児又は準超重症児に対して在宅医療

を提供
オ. 幼稚園の園医又は保育所の嘱託医に就任

小児科の外来診療の評価について
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小児に係る初再診料等の算定状況

出典：保険局医療課にて各年５月診療分のレセプトを集計。

○ 平成30年、令和元年には、初再診料・外来診療料における６歳未満の小児の算定回数と比較して、小
児科外来診療料は40％前後、小児かかりつけ診療料は３～４％程度だった。
○ 令和２年においては、初再診料・外来診療料における６歳未満の小児の算定回数が大幅に減少した。
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乳幼児加算（初/再/外来）
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小児かかりつけ診療料・小児科外来診療料の算定・届出状況
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小児かかりつけ診療料
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出典：
（届出医療機関数）各年７月１日時点の主な施設基準の届出状況
（算定回数、医療機関数）社会医療診療行為別統計 各年６月審査分
※平成30年～令和2年の算定回数・算定医療機関数（初診の算定医療機関数を表示）はＮＤＢより保険局医療課にて集計。

○ 小児かかりつけ診療料の算定回数は上昇傾向であったが、令和２年において大幅に減少した。

○ 小児科外来診療料の算定回数は、年々減少傾向であった。令和２年においては、算定回数及び算定
医療機関数が大幅に減少した。

31

中医協 総－３
３ ． ７ ． ７



小児かかりつけ診療料の施設基準の届出を行っていない理由

小児かかりつけ診療料の施設基準の届出を行っていない理由
（複数回答、令和2年10月1日現在において小児かかりつけ診療料の届出なし）

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査
かかりつけ医機能等の外来医療に係る評価などに関する実施状況調査（その１）P259、260

n=50

算定対象となる患者が4回以上の受診のある患
者に限定されているから

外来患者に算定対象となる患者がいないから・
少ないから

他院への通院状況等、把握しなければならない
項目が多く、業務負担が重いから

無回答

患者の自己負担額が重くなることはできるだけ
避けたいから

患者や患者家族に小児かかりつけ診療料の意
義を理解してもらうのが困難だから

患者や患者家族の同意を得るのが困難だから

経営上のメリットが少ないから

他の医療機関の届出動向や運用状況などの情
報収集を行っている段階であるから

その他

専ら小児科または小児外科を担当する常勤医
師の配置に係る届出要件を満たせないから

院内処方を行わない場合の算定要件が見直さ
れたから

時間外対応加算1または2に係る届出要件を満
たせないから

「在宅当番医等への参加による月1回以上の休日・夜
間の診療」「市町村の乳幼児健康診査の実施」「乳幼
児に対する定期予防接種の実施」「超重症児・準超重
症児への在宅医療」「幼稚園の園医・保育所の嘱託
医の就任」のうち３つ以上に該当という届出要件を満
たせないから

算定対象となる患者が6歳未満の患者に限定さ
れているから
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患者や患者家族に小児かかりつけ診療料の意義を理解してもらうのが困難だから

患者や患者家族の同意を得るのが困難だから

経営上のメリットが少ないから

他の医療機関の届出動向や運用状況などの情報収集を行っている段階であるから

その他

無回答

専ら小児科または小児外科を担当する常勤医師の配置に係る届出要件を満たせない
から

院内処方を行わない場合の算定要件が見直されたから

時間外対応加算1または2に係る届出要件を満たせないから

「在宅当番医等への参加による月1回以上の休日・夜間の診療」「市町村の乳幼児健康診査の実施」
「乳幼児に対する定期予防接種の実施」「超重症児・準超重症児への在宅医療」「幼稚園の園医・保
育所の嘱託医の就任」のうち３つ以上に該当という届出要件を満たせないから

算定対象となる患者が6歳未満の患者に限定されているから

算定対象となる患者が4回以上の受診のある患者に限定されているから

外来患者に算定対象となる患者がいないから・少ないから

他院への通院状況等、把握しなければならない項目が多く、業務負担が重いから

患者の自己負担額が重くなることはできるだけ避けたいから

26.3 

2.6 

15.8 

18.4 

0.0 

0.0 

10.5 

7.9 

0.0 

5.3 

2.6 

2.6 

0.0 

2.6 

5.3 

0% 50% 100%

小児かかりつけ診療料の施設基準の届出を行っていない最大の理由
（単数回答、令和2年10月1日現在において小児かかりつけ診療料の届出なし）
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○ 小児かかりつけ診療料の施設基準の届出を行っていない理由として、小児科医の配置に係る要件を満たせない、在
宅当番医等への参加に係る要件を満たせない、に次いで、時間外対応加算１または２の届出要件を満たせない、という
回答が多かった。



小児かかりつけ医機能を推進する上での課題

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査
かかりつけ医機能等の外来医療に係る評価などに関する実施状況調査（その１）P265、266

その他

無回答

24時間対応を行うことが難しい・負担
が大きい

患者が複数の医療機関にかかりつけ
医を持ち、混乱が生じるケースがある

加算等による医療機関側へのメリット
が少ない

患者や保護者が複数の医療機関の
受診を希望する

患者や保護者が求めるかかりつけ医
機能を十分に提供できない

患者や保護者に説明・同意取得を行
うことが困難

88.6

41.0

40.0

34.3

17.1

23.8

4.8

1.9

78.0

50.0

14.0

34.0

32.0

28.0

2.0

20.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

届出あり n=105 届出なし n=50

届出あり 届出なし

n=103 n=40

24時間対応を行うことが難しい・負担が大きい

患者が複数の医療機関にかかりつけ医を持ち、混乱
が生じるケースがある

無回答

患者や保護者に説明・同意取得を行うことが困難

その他

加算等による医療機関側へのメリットが少ない

患者や保護者が複数の医療機関の受診を希望する

患者や保護者が求めるかかりつけ医機能を十分に提
供できない

68.9 

5.8 

4.9 

5.8 

1.0 

5.8 

2.9 

4.9 

0% 50% 100%

75.0 

10.0 

0.0 

0.0 

2.5 

0.0 

2.5 

10.0 

0% 50% 100%

小児かかりつけ医機能を推進する上での課題
（小児かかりつけ診療料の届出状況別、複数回答）

小児かかりつけ医機能を推進する上での最大の課題
（小児かかりつけ診療料の届出状況別、単数回答）
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○ 小児かかりつけ医機能を推進する上での課題として、小児かかりつけ診療料の届出有無に関わらず、約８割の医療
機関が、「24時間対応を行うことが難しい・負担が大きい」と回答している。



83.0%

73.7%

75.4%

36.6%

30.7%

67.1%

69.0%

32.9%

40.3%

42.3%

12.3%

3.7%

2.9%

9.6%

12.0%

10.8%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

どんな病気でもまずは診療してくれる

これまでにかかった病気や家族背景等を把握してくれている

必要時に専門医に紹介してくれる

夜間や休日であっても、体調が悪くなった場合に連絡できる

夜間や休日であっても、緊急時に受け入れるか、

受診できる医療機関を紹介してくれる

体調が悪くなった場合の対処方法について、

あらかじめ助言や指導を行ってくれる

予防接種を推奨・実施してくれる

受診しているすべての医療機関や処方された薬を把握してくれる

入院や手術を行った医療機関と連携してくれる

調剤を行う薬局と連携してくれる

医療機関で薬を受け取ることができる

往診や訪問診療などの在宅医療を行ってくれる

在宅医療において看取りを行ってくれる

行政への協力や学校医など地域の医療介護や福祉に関わる活動を行っ

てくれる

ICT（情報通信機器）を活用して、診療に関する情報を患者に提供してくれ

る

ICT（情報通信機器）を活用して、診療に関する情報を他の医療機関と共

有・連携してくれる

その他

小児における、かかりつけ医に求める役割

出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査
かかりつけ医機能等の外来医療に係る評価などに関する実施状況調査結果（ 「かかりつけ医〈小児科〉調査（患者調査）」 ）を用いて医療課で集計

かかりつけ医に求める役割
（かかりつけ医＜小児科＞患者調査）

（複数回答）
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○ 小児の患者の保護者に対して、かかりつけ医に求める役割を聞いたところ、夜間や休日であっても「体調が悪くなった
場合に連絡できる」や「緊急時に受け入れるか、受診できる医療機関を紹介してくれる」よりも、「体調が悪くなった場合
の対処方法について、あらかじめ助言や指導を行ってくれる」を選択している割合が高かった。



（地域包括診療料・地域包括診療加算）
・平成26年度に地域包括診療料・加算を新設したが、近年は届出医療機関数・算定回数ともに横ばい。
・地域包括診療料・加算を届け出ていない理由として、「算定対象となる患者がいない・少ない」と回答している

施設が一定程度存在していた。
・CKDや心不全においては、かかりつけ医が専門医と連携しながら、基礎疾患に対する治療や、悪化の予防等の管理

を行うことが求められている。
・地域包括診療料・加算の施設基準を満たすことが困難な要因として、「対象患者に対し院外処方を行う場合は24

時間対応をしている薬局と連携していること」を挙げている医療機関が多かった。
・都道府県が認定する「地域連携薬局」では、入退院時の医療機関等との情報連携や、在宅医療等に地域の薬局と

連携しながら一元的・継続的に対応する。地域連携薬局には、地域の他の医療提供施設と連携しつつ利用者に安
定的に薬剤等を提供する体制の構築が求められている。

・高齢者等においてはインフルエンザや肺炎球菌感染症が、予防接種のB類疾病に位置づけられ、定期接種の対象と
なっている。また、新型コロナワクチンの接種においても、個別接種が実施されている。

（小児かかりつけ診療料）
・小児かかりつけ診療料では、施設基準で時間外対応加算１又は２の届出を、また、算定要件において「電話等に

よる問い合わせに対して、原則として当該保険医療機関において常時対応を行う」ことを求めている。
・平成30年、令和元年には、初再診料・外来診療料における６歳未満の小児の算定回数と比較して、小児科外来診

療料は40％前後、小児かかりつけ診療料は３～４％程度だった。
・小児かかりつけ診療料の施設基準の届出を行っていない理由として、「時間外対応加算１又は２に係る届出要件

を満たせないから」と回答した施設が３割程度だった。また、「24時間対応を行うことが難しい・負担が大き
い」と回答した施設が、小児かかりつけ診療料の届出の有無に関わらず８割程度だった。

・小児における、かかりつけ医に求める役割としては、「夜間や休日であっても体調が悪くなった場合に連絡でき
る」等よりも、「体調が悪くなった場合の対処方法について、あらかじめ助言や指導を行ってくれる」を選択し
ている割合が高かった。
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かかりつけ医機能についての課題（小括）



１．外来医療の現状等について

２．かかりつけ医機能に係る評価について

３．医療機関間の連携に係る評価について

４．生活習慣病に係る評価について

５．耳鼻咽喉科診療の評価について

６．論点
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診療情報提供料（Ⅰ）概要

② 指定居宅介護支援事業者等に提供する場合
診療状況を示す文書を添えて、当該患者に係る保健福祉サービスに必
要な情報を提供した場合に算定する。

③ 保険薬局に提供する場合
在宅患者について、在宅患者訪問薬剤管理指導が必要と認められ、当
該患者に係る在宅患者訪問薬剤管理指導に必要な情報を提供した場合
に算定する。

⑥ 認知症に関する専門の保険医療機関等に提供する場合
認知症の状態にある患者について、認知症に関する専門の保険医療機
関等に対して診療状況を示す文書を添えて患者の紹介を行った場合に
算定する。

認知症疾患医療センター

認知症に関する専門的
な診察が必要と判断

④ 精神障害者施設等に提供する場合
精神障害者である患者について、診療状況を示す文書を添えて、当該患
者の社会復帰の促進に必要な情報を提供した場合に算定する。

⑤ 介護老人保健施設又は介護医療院に提供する場合
介護老人保健施設又は介護医療院に対して、診療状況を示す文書を添
えて患者の紹介を行った場合算定する。

⑦ 義務教育諸学校に提供する場合
障害児である患者について、当該患者が通学する義務教育諸学校に対
して、診療状況を示す文書を添えて、当該患者が学校生活を送るにあた
り必要な情報を提供した場合に算定する。

医療的ケアを行うに
当たって必要な情報
を学校医等に提供

社会復帰の促進に
必要な情報を提供

グループホーム、就労
支援を行う事務所等

訪問薬剤管理指導
に必要な診療情報を
提供在宅患者
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医療機関間の有機的連携の強化及び医療機関から保険薬局又は保健・福祉医療機関への診療情報提供機能の評価。

① 別の保険医療機関に紹介した場合
別の保険医療機関での診療の必要を認め、診療情報を示す文書を添え
て患者の紹介を行った場合に算定。

診療情報提供料（Ⅰ） 250点
（患者１人につき月１回に限り）

中医協 総－３
３ ． ７ ． ７



 かかりつけ医機能を有する医療機関等から紹介された患者に対して継続的な診療を行っている
場合に、紹介元のかかりつけ医機能を有する医療機関等からの求めに応じて、患者の同意を得
て、診療情報の提供を行った場合の評価を新設する。

（新） 診療情報提供料（Ⅲ） 150点
［算定要件］
（１） 他の保険医療機関から紹介された患者について、他の保険医療機関からの求めに応じ、患者の同意を得て、診療状況を示す文書を提供した
場合に、提供する保険医療機関ごとに患者１人につき３月に１回に限り算定する。
（２） 妊娠している患者について、診療に基づき、頻回の情報提供の必要性を認め、患者の同意を得て、当該患者を紹介した他の保険医療機関に
情報提供を行った場合は、月１回に限り算定する。

[対象患者]
① 地域包括診療加算等を届け出ている医療機関から紹介された患者 ③ 地域包括診療加算等を届け出ている医療機関に紹介された患者

② 産科医療機関から紹介された妊娠している患者又は
産科医療機関に紹介された妊娠している患者

38

かかりつけ医と他の医療機関との連携の強化

令和２年度診療報酬改定 Ⅱ－２ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の推進 －②

例：生活習慣病の診療を実施

患者を紹介

診療状況を
提供

例：合併症の診療を実施

例：妊娠の経過中に、
血糖値以上に対して
保険診療を実施

患者を紹介

診療状況を
提供

例：妊娠糖尿病等に対して
継続的な診療を実施

患者を紹介

診療状況を
提供

例：専門的な診療を実施

※ 地域包括診療加算等は、地域包括診療加算、地域包括診療料、小児かかりつけ診療料、在宅時医
学総合管理料（在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院に限る。）若しくは施設入居時等医学総
合管理料（在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院に限る。）を指す。

例：体調が悪いときに
しばしば受診

［施設基準］
（１）当該保険医療機関の敷地内において喫煙が禁止されていること。
（２）算定要件の（２）については、当該保険医療機関内に妊娠している者の診療を行う
につき十分な経験を有する常勤の医師が配置されていることが望ましいこと。

地域包括診療加算等を
届け出ている医療機関

診療情報提供料（Ⅲ）を算定 地域包括診療加算等を
届け出ている医療機関

診療情報提供料（Ⅲ）
を算定

診療情報提供料（Ⅲ）を算定産科又は産婦人科を
標榜する医療機関



診療情報提供料に係る報酬の算定状況

出典：ＮＤＢより保険局医療課にて集計（令和２年５月診療分）

○ 診療情報提供料Ⅲは、病院よりも診療所で算定されている場合が多い。
○ 診療情報提供料Ⅰと比較した、診療情報提供料Ⅲを算定している医療機関・回数は以下のとおりであった。

診療情報提供料Ⅲ
算定医療機関数・回数

診療情報提供料Ⅰ
算定医療機関数・回数

39※「算定医療機関数」は入院外において算定している医療機関数
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中 医 協 総 － ３
３．７．７（改）



医療機関間の連携の具体例

40

○ 例えば、糖尿病の患者について、糖尿病の治療管理を行っている医療機関から、糖尿病網膜症に対する専門的治療
の必要性を認め、他の医療機関への紹介を行う場合、診療情報提供料（Ⅰ）の算定が可能である。

○ 紹介先の医療機関において、糖尿病網膜症を継続的に治療する場合、紹介元の医療機関からの求めに応じて、情報
提供をする場合がある。情報提供を行う際に、算定に必要な要件を満たしている場合、３月に１回に限り診療情報提供
料（Ⅲ）が算定可能である。

糖尿病の管理を行っている医療機関の
求めに応じて、糖尿病網膜症に関する

指導内容や今後の治療方針について情報提供

Ａ.糖尿病の管理を
行っている
医療機関

眼科医療機関において
継続的な糖尿病網膜症の

管理を実施

糖尿病網膜症の治療に当たり紹介を行う

他の医療機関での診療を
踏まえた医学管理を実施

Ｂ.糖尿病網膜症の
治療を行う
医療機関

Ａ医療機関がかかりつけ医機能に係る届出を行っ
ており、また、

Ｂ医療機関が禁煙の施設基準を満たし、かつ、
Ａ医療機関の届出を把握している場合

Ｂ医療機関がかかりつけ医機能に係る届出を行っ
ており、かつ、

禁煙の施設基準を満たしている場合

診療情報の提供を眼科医療機関に求める

【診療情報提供料（Ⅰ）】
A医療機関において算定が可能

【診療情報提供料（Ⅲ）】
Ｂ医療機関において算定が可能となるケース

Ｂ医療機関としては、Ａ医療機関の届出状況
を把握していない／できない場合

Ｂ医療機関はかかりつけ医機能ではなく、専
門医療機関としての役割を担っているため、
かかりつけ医機能に係る届出を行っていな

い場合

【診療情報提供料（Ⅲ）】
Ｂ医療機関において算定できないケース



診療情報提供料Ⅲの算定状況の内訳

○ 診療情報提供料（Ⅲ）のいずれかの施設基準を満たしている医療機関は、診療所において約２割、病
院において約４割存在していたが、そのうち実際に算定しているのは２割未満だった。

○ 診療情報提供料（Ⅲ）を算定した施設における算定状況をみると、他院がかかりつけ医機能に係る届
出を行っている場合より、自院が当該届出を行っている場合の方が算定回数が多かった。

41出典：令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査

病院　n=41

有床診療所　n=12

無床診療所　n=126

17.1

25.0

18.3

82.9

75.0

80.2

0.0

0.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

算定あり 算定なし 無回答

診療情報提供料（Ⅲ）注１から注３の施設基準のいずれかを
「満たしている」と回答した施設（n=179）における、
令和２年９月の診療情報提供料（Ⅲ）の算定状況

施設数
（件） 平均値

標準偏
差

中央値

１）地域包括診療加算等を届け出て
いる医療機関から紹介された患者
について、当該患者を紹介した他
の医療機関からの求めに応じて
情報提供した場合

23 2.6 5.4 0.0 

２）自院に他院から紹介された患者
について、当該患者を紹介した他
の医療機関からの求めに応じて
情報提供した場合

21 5.9 9.4 1.0 

令和２年９月に診療情報提供料（Ⅲ）を
算定したと回答した施設における、

算定状況の詳細

病院　n=111

有床診療所　n=70

無床診療所　n=519

36.9

17.1

24.3

56.8

71.4

68.2

6.3

11.4

7.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満たしている 満たしていない 無回答

診療情報提供料（Ⅲ）注１から注３の
いずれかの施設基準の状況



（診療情報提供料（Ⅲ））
・令和２年度改定において新設した診療情報提供料（Ⅲ）の算定医療機関数が、診療所では約1,500施設、病院では

約400施設だった。
・他の医療機関から紹介された患者について、紹介元の医療機関からの求めに応じて情報提供をする際に、算定に

必要な要件を満たしている場合、３月に１回に限り診療情報提供料（Ⅲ）が算定可能であるが、紹介元の医療機
関の届出状況を把握していない場合や、当該医療機関が専門医療機関としての役割を担っていてかかりつけ医機
能に係る届出を行っていない場合等には算定できない。

・診療情報提供料（Ⅲ）のいずれかの施設基準を満たしている医療機関は、診療所において約２割、病院において
約４割存在していたが、そのうち実際に算定しているのは２割未満だった。

42

医療機関間の連携についての課題（小括）



１．外来医療の現状等について

２．かかりつけ医機能に係る評価について

３．医療機関間の連携に係る評価について

４．生活習慣病に係る評価について

５．耳鼻咽喉科診療の評価について

６．論点
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生活習慣病の診療の評価について

生活習慣病管理料 糖尿病合併症管理料 糖尿病透析予防指導管理料
高度腎機能障害患

者指導加算

評価 650～1,280点（月1回） 170点（月1回） 350点（月1回） 100点

概要 治療計画に基づき、服薬、運動、休養、
栄養、喫煙、家庭での体重や血圧の計
測、飲酒及びその他療養を行うに当
たっての問題点等の生活習慣に関する
総合的な治療管理を行った場合に算定。

糖尿病足病変ハイリスク要因を有する
通院患者に対し、専任の医師又は看護
師が、患者に対し爪甲切除、角質除去、
足浴等を実施するとともに、足の状態
の観察方法、足の清潔・爪切り等の足
のセルフケア方法、正しい靴の選択方
法についての指導を行った場合に算定。

ヘモグロビンA1cが6.1%(JDS) 以上又は
内服薬やインスリン製剤を使用し、糖
尿病性腎症第２期以上の患者に対し、
「透析予防診療チーム」が、食事指導、
運動指導、その他生活習慣に関する指
導等を個別に実施した場合に算定。

eGFR 45ml/分/1.73㎡未満
の患者に、医師が、腎機
能を維持するために運動
の種類、頻度、強度、時
間、留意すべき点等につ
いて指導した場合に算定。

算定要件 • 療養計画書を作成。
• 少なくとも１月に１回以上の総合的

な治療管理を行う。
• 管理方針を変更した場合に、理由・

内容等を記録し、当該患者数を定期
的に記録。

• 学会等の診療ガイドライン等を参考
にする。

• 糖尿病患者に対しては年１回程度眼
科の診察を促す。

• 指導計画を作成。
• ハイリスク要因に関する評価結果、

指導計画及び実施した指導内容を診
療録又は療養指導記録に記載。

• 「透析予防診療チーム」（糖尿病性
腎症の予防指導に従事した経験を持
つ、専任の医師、専任の看護師（保
健師）及び管理栄養士からなる）が、
日本糖尿病学会の「糖尿病治療ガイ
ド」等に基づき指導を行う。

• 指導計画を作成する。
• 保険者から求めがあった場合は情報

提供を行う。

• 糖尿病透析予防指導管
理料を算定している。

対象疾患 脂質異常症、高血圧症、糖尿病 糖尿病 糖尿病 糖尿病

対象医療機
関・施設基
準

• 200床未満の病院及び診療所 • 糖尿病・糖尿病足病変の診療に従事
した経験を５年以上有する専任の常
勤医師１名以上配置。

• 糖尿病足病変患者の看護に従事した
経験を５年以上有し、適切な研修を
修了した専任の看護師を１名以上配
置。

• 医師、看護師又は保健師のうち、少
なくとも１名以上は常勤。

• 薬剤師、理学療法士が配置されてい
ることが望ましい。

• 糖尿病教室を定期的に実施している。
• 算定した患者の状態の変化等を厚生

局長に報告している。

次の②の①に対する割合
が５割以上。
① ３か月間に本管理料
を算定しeGFRが30未満
だった患者
② ①から３月以上経過
した時点で、血清クレア
チニン等が改善した患者

包括範囲 在宅自己注射指導管理料、医学管理等
（糖尿病合併症管理料、がん性疼痛緩
和指導管理料、外来緩和ケア管理料、
糖尿病透析予防指導管理料を除く）、
検査、投薬、注射、病理診断

外来栄養食事指導料、集団栄養食事指
導料、特定疾患療養管理料
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生活習慣病に係る評価の経緯

改定年度 項目 概要

平成14年度 生活習慣病指導管理料 （新設）
生活習慣病の治療・指導のための評価を新設。

平成18年度 生活習慣病管理料 （改編）
特に院外処方の場合の点数を引き下げ、療養計画書の記載内容を具体的に定める等の改定の上、
「生活習慣病指導管理料」から改編。

平成20年度 糖尿病合併症管理料 （新設）
糖尿病足病変ハイリスク要因を有する患者に対する、糖尿病足病変に関する指導の評価を新設。

生活習慣病管理料 （要件見直し）
普及・拡大を目指し、点数の引き下げ、療養計画書の内容・頻度に係る用件の見直しを実施。

平成24年度 糖尿病透析予防指導管理
料

（新設）
糖尿病患者に対し、外来において透析予防診療チームで行う透析予防に資する指導の評価を新
設。

平成28年度 糖尿病透析予防指導管理
料

（新設）
糖尿病透析予防指導管理料に腎臓病期患者指導加算を追加。
（要件見直し）
保険者から保険指導を行う目的で情報提供依頼があった場合に協力する。

令和30年度 生活習慣病管理料 （要件見直し）
血圧の目標値の明確化、特定健診・保健指導との連携、学会等の診療ガイドライン等の診療支
援情報を、必要に応じて、参考にすることを追加。

高度腎機能障害患者指導
加算

（名称変更・要件見直し）
「腎臓病期患者指導加算」から名称を改めるとともに、対象疾患拡大。

令和２年度 生活習慣病管理料 （要件見直し）
糖尿病患者に対する眼科受診勧奨、学会のガイドラインを踏まえ、歯科受診の状況確認を追加。
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生活習慣病管理料の算定状況

○ 生活習慣病管理料を算定している医療機関・回数ともに横ばい～若干減少している。
処方箋を交付している高血圧症が最も多く、糖尿病、脂質異常症と続いている。

出典：Ｈ３０～Ｒ２年は保険局医療課にて各年５月診療分のレセプトを集計。Ｈ２８～２９年は社会医療診療行為別統計。

187,097 

58,346 61,167 

181,350 

57,156 
48,502 

177,292 

56,938 58,170 

169,668 

55,903 55,782 

159,461 

53,103 52,081 

0

20,000
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60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

高血圧症 糖尿病 脂質異常症 高血圧症 糖尿病 脂質異常症 高血圧症 糖尿病 脂質異常症 高血圧症 糖尿病 脂質異常症 高血圧症 糖尿病 脂質異常症

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

生活習慣病管理料の算定回数の年次推移
処方箋を交付 処方箋を交付しない

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

生活習慣病管理料を算定している医療機関の年次推移

高血圧症

糖尿病

脂質異常症

46

中医協 総－３
３ ． ７ ． ７



生活習慣病の管理を中心とした評価のイメージ

47

かかりつけ医機能

充実なし

生活習慣病
の管理

専門的

日常的

地域包括診療料・

地域包括診療加算

生活習慣病管理料

200床未満の病院及び診療所における
生活習慣病の管理を中心とした評価



再診料, 6,627,284 

外来診療料, 929,190 

生活習慣病管理料, 79,098 

地域包括診療加算、認知症地域包

括診療加算, 368,594 

地域包括診療料、認

知症地域包括診療料, 

2,396 

在宅自己注射指導管理料, 

711,364 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

主傷病が糖尿病の患者における、

外来診療に係る診療報酬の算定回数

（令和２年10月診療分）

糖尿病患者の外来診療における算定状況

○ 主傷病名が糖尿病である外来患者について、基本診療に係る診療報酬として算定されているも
のを集計したところ、以下のとおりだった。

48出典：保健局医療課調べ



28.6%

57.1%

57.1%

28.6%

28.6%

28.6%

0.0%

0.0%

47.2%

33.5%

22.4%

20.5%

11.8%

10.6%

8.1%

1.9%

0% 50% 100%

困難に感じることはない

自己負担額が上がることの患者の理解が得にくいため

糖尿病又は高血圧症の管理方針を変更した場合に、その理由及び

内容等を診療録に記録し、当該患者数を定期的に記録すること

病状が安定している等の理由により受診間隔が月１回より長いため

糖尿病の患者について、血糖値及びHbA1cの値を

療養計画書に記載すること

高血圧症の患者について、血圧の値を

療養計画書に記載すること

地域包括診療加算・地域包括診療料を算定しているため

その他

病院（n=7）

診療所（n=161）

40.0%

0.0%

20.0%

0.0%

20.0%

0.0%

0.0%

20.0%

50.6%

16.5%

12.9%

3.5%

1.2%

1.2%

2.4%

11.8%

0% 50% 100%

自己負担額が上がることの患者の理解が得にくいため

糖尿病又は高血圧症の管理方針を変更した場合に、その理由及び

内容等を診療録に記録し、当該患者数を定期的に記録すること

病状が安定している等の理由により受診間隔が月１回より長いため

地域包括診療加算・地域包括診療料を算定しているため

糖尿病の患者について、血糖値及びHbA1cの値を

療養計画書に記載すること

高血圧症の患者について、血圧の値を

療養計画書に記載すること

その他

無回答

病院（n=5）

診療所（n=85）

生活習慣病管理料の算定について困難なもの

生活習慣病管理料の算定について困難に感じること（複数回答）（令和元年6月1カ月間に生活習慣病管理料を算定した患者がいた施設）

生活習慣病管理料の算定について最も困難に感じること（令和元年6月1カ月間に生活習慣病管理料を算定した患者がいた施設）

○ 生活習慣病管理料の算定について困難なものとしては、病院においては、管理方針変更の理由及び内容等を診療録に記
録し、当該患者数を定期的に記録することと、自己負担額が上がることについて患者の理解が得にくいことが最も多く、診療
所でも、同選択肢が２番目、３番目を占めていた。

出典：令和元年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査 49
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糖尿病を主病とする患者の、

外来診療における調剤レセプト請求点数の分布

平成30年(n=2,151,033) 令和元年(n=2,171,595) 令和２年(n=2,256,205)

糖尿病患者の外来における調剤レセプト請求点数

○ 糖尿病を主病とする患者の外来診療における１件あたりの調剤レセプト請求点数の分布を見たところ、
令和２年における中央値は1,374点であった。また、平均値は平成30年から令和２年にかけて増加してい
た。

50出典：NDBより、保険局医療課調べ

（レセプト件数）

※各年10月診療分

平成30年 令和元年 令和２年

平均値 1,749 1,768 1,792

中央値 1,359 1,359 1,374

調剤レセプト請求点数の平均値・中央値



生活習慣病の管理における多職種連携

○ 高血圧症や糖尿病等においては、多職種による療養指導の重要性についてガイドライン等で示されて
おり、関係学会による研修・認定制度が設けられている。

51

※「コンコーダンス」：患者がチームの一員として医療スタッフと話
し合い、治療方針を決定し続けていくこと

「高血圧治療ガイドライン2019」
日本高血圧学会

「糖尿病診療ガイドライン2019」
日本糖尿病学会

出典：
日本糖尿病学会編・著：糖尿病診療ガイドライン2019，p107,108，南江堂，2019

出典：日本高血圧学会高血圧治療ガイドライン作成委員会（編）
「高血圧治療ガイドライン2019」，p55



（生活習慣病管理料）
・200床未満の病院及び診療所における生活習慣病の管理を中心とした評価として、生活習慣病の管理が専門的／日

常的であるか、かかりつけ医機能が充実しているかどうかに応じて、生活習慣病管理料、地域包括診療加算・地
域包括診療料を設けている。

・主傷病名が糖尿病である外来患者について、基本診療に係る診療報酬としては、初診料や外来診療料の算定回数
と比較して、生活習慣病管理料や地域包括診療料等の算定回数は少なかった。

・生活習慣病管理料の算定について困難なものとしては、管理方針変更の理由及び内容等を診療録に記録し、当該
患者数を定期的に記録することと、自己負担額が上がることについて患者の理解が得にくいことが多かった。

・糖尿病を主病とする患者の外来診療における１件あたりの調剤レセプト請求点数の分布を見たところ、令和２年
における中央値は1,374点であった。また、平均値は平成30年から令和２年にかけて増加していた。

・高血圧症や糖尿病等においては、多職種による療養指導の重要性についてガイドライン等で示されており、関係
学会による研修・認定制度が設けられている。
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生活習慣病管理についての課題（小括）



１．外来医療の現状等について

２．かかりつけ医機能に係る評価について

３．医療機関間の連携に係る評価について

４．生活習慣病に係る評価について

５．耳鼻咽喉科診療の評価について

６．論点
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外来における耳鼻咽喉科領域の患者数

54

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

その他の急性上気道感染症

急性咽頭炎及び急性扁桃炎

アレルギー性鼻炎

中耳炎

急性副鼻腔炎

慢性副鼻腔炎

感冒

外耳炎

難聴

メニエール病

耳管閉塞

口腔・咽頭・口頭の悪性腫瘍

耳垢栓塞

急性喉頭炎及び気管炎

インフルエンザ

中耳真珠腫

扁桃及びアデノイドの慢性疾患

外来における耳鼻咽喉科領域の推計患者数

0～19歳 20～64歳 65～74歳 75歳以上

（千人）

出典：平成29年度患者調査を元に医療課で作成

○ 外来における疾患別の推計患者数のうち、耳鼻咽喉科領域の疾患の推計患者数は以下のとおり。



出典：令和元年５月診療分のNDB

耳鼻咽喉科領域における、領域別の処置の算定回数

55

（算定回数/月）

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000 800,000 900,000

耳処置

鼓室処置（片）

耳管処置１（片）

耳管処置２

鼓室穿刺（片）

耳管ブジー法（片）

耳管内薬液噴霧（特殊な耳管カテーテル）

耳垢栓塞除去（複雑）（片）

耳垢栓塞除去（複雑）（両）

耳領域

6歳未満 6歳以上

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 3,000,000 3,500,000 4,000,000

鼻処置
副鼻腔自然口開大処置

副鼻腔手術後の処置（片）
上顎洞穿刺（片）（処置）

副鼻腔洗浄（副鼻腔炎治療用カテーテルによる）（片）
副鼻腔吸引（副鼻腔炎治療用カテーテルによる）（片）

副鼻腔洗浄（その他）（片）
副鼻腔吸引（その他）（片）

鼻出血止血法
鼻咽腔止血法（ベロック止血法）

ネブライザー
超音波ネブライザー

鼻領域

6歳未満 6歳以上

0 200,000 400,000 600,000 800,000 1,000,000 1,200,000 1,400,000 1,600,000

口腔、咽頭処置

ルゴール等噴霧吸入

扁桃処置

間接喉頭鏡下喉頭処置（喉頭注入を含む）

扁桃周囲膿瘍穿刺

唾液腺管洗浄（片）

唾液腺管ブジー法（片）

排痰誘発法

咽喉領域

6歳未満 6歳以上

○ 耳鼻咽喉科領域に係る領域別の処置の算定状況は以下のとおり。



耳鼻咽喉科外来における標準的な診療

○ 耳・鼻・咽頭・喉頭領域は、解剖学的・機能的に密接に関連している。
○ そのため、複数の領域に渡って複数の処置を実施することがあり、例えば、小児の急性中耳炎においては

呼吸器感染症、特に鼻副鼻腔感染症に続発することが知られ、鼻処置の有用性を指摘されている。

耳・鼻・咽喉・喉頭領域の解剖

出典：耳鼻咽喉科学会HP

出典：「小児急性中耳炎診療ガイドライン2018年版」
日本耳科学会、日本小児耳鼻咽喉科学会、日本耳鼻咽喉科感染症・エアロゾル学会

小児急性中耳炎の治療
における

鼻処置について

急性副鼻腔炎の治療
における、鼻処置、
自然口開大処置、

ネブライザーについて

出典：「急性鼻副鼻腔炎診療ガイドライン」日本鼻科学会

小児滲出性中耳炎と、
上気道炎や副鼻腔炎等

との合併

出典：「小児滲出性中耳炎診療ガイドライン2015年版」
日本耳科学会、日本小児耳鼻咽喉科学会
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

「耳処置」を実施している場合に、

他の耳鼻咽喉科処置を実施している割合

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

「鼻処置」を実施している場合に、

他の耳鼻咽喉科処置を実施している割合

耳鼻咽喉科領域の処置の実施状況

57出典：令和元年５月診療分のNDB

○ 「耳処置」「鼻処置」「口腔、咽頭処置」を実施している場合に、当該領域に加え、別の領域の耳鼻咽喉
科処置を組み合わせて実施している実態がみられた。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

「口腔、咽頭処置」を実施している場合に、他の耳鼻咽喉科処置を実施している割合

鼻領域 鼻領域

鼻領域

口腔咽頭領域 口腔咽頭領域

口腔咽頭領域

耳領域 耳領域

耳領域



強

急性気管支炎

急性咽頭炎

急性鼻副鼻腔炎

強 強

感冒

鼻
症
状

外来における抗菌薬適正使用の取組に対する評価

外来診療における抗菌薬の適正使用の推進

小児外来診療における抗菌薬の適正使用の推進

 再診料の地域包括診療加算、認知症地域包括診療加算、地域包括診療料、認知症地域包括診療料、小児
科外来診療料及び小児かかりつけ診療料の要件として、「抗微生物薬適正使用の手引き」（厚生労働省健康
局結核感染症課）を参考に、抗菌薬の適正使用の普及啓発に資する取組を行っていることを追加する。

平成30年度診療報酬改定 Ⅱ－１－５）感染症対策や薬剤耐性対策、医療安全対策の推進③

 小児科外来診療料及び小児かかりつけ診療料において、抗菌薬の適正使用に関する患者・家族の理解向上
に資する診療を評価する加算を新設する。

(新) 小児抗菌薬適正使用支援加算 80点

［算定要件］
急性気道感染症又は急性下痢症により受診した基礎疾患のない患者であって、診察の結果、

抗菌薬の投与の必要性が認められないため抗菌薬を使用しないものに対して、療養上必要な
指導及び検査結果の説明を行い、文書により説明内容を提供した場合に、小児科を担当とする
専任の医師が診療を行った初診時に限り算定する。なお、インフルエンザ感染の患者またはイン
フルエンザウイルス感染の疑われる患者については、算定できない。

[施設基準]
(1) 薬剤耐性（ＡＭＲ）対策アクションプラン（平成 28 年４月５日 国際的に脅威となる感染症
対策関係閣僚会議）に位置づけられた「地域感染症対策ネットワーク（仮称）」に係る活動
に参加していること、または、感染症にかかる研修会等に定期的に参加していること。

(2) 当該保険医療機関が病院の場合にあっては、データ提出加算２に係る届出を行っていること。

診断・治療の考え方

患者・家族への説明内容

・多くは対症療法が中心であり、
抗菌薬は必要なし。休養が重
要。
・改善しない場合の再受診を。

急性気道感染症

「抗微生物薬適正使用の手引き」（厚生労働省健康
局結核感染症課）を参考に作成
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耳鼻咽喉科における抗菌薬の使用

59

○ 内服抗菌薬の処方は、小児科と並んで耳鼻咽喉科で多く、超広域抗菌薬の処方が少なくない。

出典：「小児の抗菌薬使用量調査2011-2019/3 NDBデータベースを用いた研究」（研究代表者：浜松医科大学 宮入烈）



年齢別の内服抗菌薬の使用状況

60

○ 内服抗菌薬の処方は、１－５歳、特に、１歳台に多く処方されている。

出典：「小児の抗菌薬使用量調査2011-2019/3 NDBデータベースを用いた研究」（研究代表者：浜松医科大学 宮入烈）



耳鼻咽喉科領域の疾患における抗菌薬の使用

61

○ 急性中耳炎や急性副鼻腔炎の軽症例の治療においては、抗菌薬非投与がガイドラインで推奨
されている。

出典：「急性鼻副鼻腔炎診療ガイドライン2010年版（追補版）」日本鼻科学会

小児の急性中耳炎に対する
抗菌薬の使用について

急性副鼻腔炎に対する
抗菌薬の使用について

出典：「小児急性中耳炎診療ガイドライン
2018年版」

日本耳科学会、日本小児耳鼻咽喉科学会、
日本耳鼻咽喉科感染症・エアロゾル学会



（耳鼻咽喉科診療について）
・外来における疾患別の推計患者数のうち、耳鼻咽喉科領域の疾患においては、その他の急性上気道感染症、急性

咽頭炎及び急性扁桃炎、アレルギー性鼻炎、中耳炎等が多い。
・耳鼻咽喉科領域の領域別の処置の算定回数を見ると、「耳処置」「耳管処置」「鼻処置」「ネブライザー」「口

腔、咽頭処置」「間接喉頭鏡下口頭処置」等が多い。
・耳・鼻・咽頭・喉頭領域は、解剖学的・機能的に密接に関連しており、そのため、複数の領域に渡って複数の処

置を実施することがあり、例えば、小児の急性中耳炎においては呼吸器感染症、特に鼻副鼻腔感染症に続発する
ことが知られ、鼻処置の有用性を指摘されている。

・「耳処置」「鼻処置」「口腔、咽頭処置」を実施している場合に、当該領域に加え、別の領域の耳鼻咽喉科処置
を組み合わせて実施している実態がみられた。

・小児科外来診療料及び小児かかりつけ診療料において、抗菌薬の適正使用に関する患者・家族の理解向上に資す
る診療を評価する小児抗菌薬適正使用支援加算が平成30年に新設された。

・内服抗菌薬の処方は、小児科と並んで耳鼻咽喉科で多く、超広域抗菌薬の処方が少なくない。また、内服抗菌薬
の処方は、１－５歳、特に、１歳台に多く処方されている。

・急性中耳炎や急性副鼻腔炎の軽症例の治療においては、抗菌薬非投与がガイドラインで推奨されている。
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耳鼻咽喉科診療についての課題（小括）



１．外来医療の現状等について

２．かかりつけ医機能に係る評価について

３．医療機関間の連携に係る評価について

４．生活習慣病に係る評価について

５．耳鼻咽喉科診療の評価について

６．論点
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【かかりつけ医機能について】
○ かかりつけ医機能の強化等を推進し、患者にとって安心・安全で質の高い外来医療の提供を実現するため
に、慢性腎臓病や心不全の管理においてかかりつけ医が役割を果たすことが求められていることを踏まえ、地域
包括診療料・加算の評価の在り方について、どのように考えるか。また、予防接種法のＢ類疾病としてインフル
エンザや肺炎球菌が含まれているが、基礎疾患等を踏まえた予防接種の相談への対応の必要性も踏まえ、かかり
つけ医機能を強化する観点から、診療報酬において、どのように考えるか。

【小児におけるかかりつけ医機能について】
○ 小児のかかりつけ医においては、体調が悪くなった場合の対処方法についてあらかじめ助言や指導を行うこ
とがより求められている実態や、医療機関にとっては24時間対応を行うことが難しい・負担が大きいという実態
も踏まえ、小児のかかりつけ医機能に係る評価について、どのように考えるか。

【医療機関間の連携について】
○ 医療機関間の連携を推進する観点から、診療情報提供料（Ⅲ）を算定するに当たって、他の医療機関の施設
基準の届出状況の把握等について、どのように考えるか。

【生活習慣病管理について】
○ 生活習慣病の適切な管理を推進する観点から、生活習慣病管理料の評価の在り方について、どのように考え
るか。

【耳鼻咽喉科診療について】
○ 耳鼻咽喉科領域の処置においては、領域横断的に、複数の処置を組み合わせて実施されている実態があるこ
とを踏まえ、評価の在り方についてどのように考えるか。また、小児の耳鼻咽喉科領域の疾患において抗菌薬の
適正使用を推進することに係る評価の在り方について、どのように考えるか。
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外来医療についての論点


